
条 例

�愛媛県条例第５２号
外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部を改正する条例

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（一般の派遣職員の給与）

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員をい

う。以下同じ。）である派遣職員及び技能労務職員（技能労務職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０

号）第１条の技能労務職員をいう。以下同じ。）である派遣職員

以外のもの（以下「一般の派遣職員」という。）には、人事委員

会規則で定めるところにより、その派遣先の勤務に対して報酬が

支給されないとき、又は当該勤務に対して支給される報酬の額が

低いと認められるときは、その派遣の期間中、給料、扶養手当、

地域手当、住居手当及び期末手当（地方公務員法第２８条の４第１

項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員にあつて

は、給料、地域手当（職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５７号）第９条の３に規定する地域手当を除く。）及び期末

手当 ）のそれぞれ１００分の１００以内を

支給する。

２ 派遣先の機関の特殊事情により、給与を支給

することが著しく不適当であると人事委員会が認めるときは、前

項 の規定にかかわらず、 一般の派遣職員には給与を支給

しない。

３ 省略

（企業職員又は技能労務職員である派遣職員の給与 ）

第８条 企業職員又は技能労務職員である派遣職員には、その派遣

先の勤務に対して報酬が支給されないとき、又は当該勤務に対し

て支給される報酬の額が低いと認められるときは、その派遣の期

間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当（地方

公務員法第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採

（一般の派遣職員の給与）

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員をい

う。以下同じ。）である派遣職員及び技能労務職員（技能労務職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０

号）第１条の技能労務職員をいう。以下同じ。）である派遣職員

以外のもの（以下「一般の派遣職員」という。）には

、その派遣の期間中、給料、扶養手当、

地域手当、住居手当及び期末手当（地方公務員法第２８条の４第１

項又は第２８条の６第１項の規定により採用された職員にあつて

は、給料、地域手当（職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５７号）第９条の３に規定する地域手当を除く。）及び期末

手当。以下この項において同じ。）のそれぞれ１００分の７０ を

支給する。ただし、一般の派遣職員の派遣先の勤務に対して支給

される報酬の額が低いと認められるときは、人事委員会規則で定

めるところにより、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期

末手当のそれぞれ１００分の７０を超え１００分の１００以内を支給するこ

とができる。

２ 一般の派遣職員の派遣先の機関の特殊事情により、給与を支給

することが著しく不適当であると人事委員会が認めるときは、前

項本文の規定にかかわらず、当該一般の派遣職員には給与を支給

しない。

３ 省略

（企業職員又は技能労務職員である派遣職員の給与の種類）

第８条 企業職員又は技能労務職員である派遣職員には

、その派遣の期

間中、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当（地方

公務員法第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項の規定により採
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用された職員にあつては、給料、地域手当（医師に係るものを除

く。）及び期末手当）を支給する。ただし、 派遣

先の機関の特殊事情により、給与を支給することが著しく不適当

であると認められるときは、当該派遣職員には給与を支給しな

い。

用された職員にあつては、給料、地域手当（医師に係るものを除

く。）及び期末手当）を支給する。ただし、当該派遣職員の派遣

先の機関の特殊事情により、給与を支給することが著しく不適当

であると認められるときは、当該派遣職員には給与を支給しな

い。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第５３号
愛媛県子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進基金条例を次のように公布する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進基金条例

（設置）
けい

第１条 子宮頸がん予防ワクチン、インフルエンザ菌ｂ型ワクチン及び小児用肺炎球菌ワクチンの接種を緊急に促進するために要する経費

の財源に充てるため、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例は、平成２４年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に係る精算

については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日までに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した日）までの間は、

なおその効力を有する。

平成２２年１２月２８日 発行
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